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要約：
本論文では米沢市周辺の村レベルの青年団史料に基づき、公明選挙運動が末端までどのよ
うに広がっていたのかを史料に基づいて検証した。その結果、(1)公明選挙運動以前にも選
挙啓発の動きがあった、(2)第１期の史料はほとんどなかったが、(3)第Ⅱ期には郡市レベル
の青年団においても公明選挙運動に取り組んでいた形跡が史料から見て取れることが分かっ
た。また(4)第Ⅲ期の県青年政治同盟の活動について史料が出てきたことから、青年政治連
盟と青年団の間には、ある程度のつながりが存在していたことが実証された。他方、この時
期には行政が主催する公明選挙推進協議会関連の史料も多く見られたことから、県政教委の
方針転換を嫌って県選管などが独自の選挙啓発運動を始めた後も、郡市レベルの青年団につ
いては積極的にアプローチがなされていたこともわかった。
１．はじめに
山形県の公明選挙運動については、これまで概ね山形県連合青年団（県団）レベルの動き
に着目して論じられてきた（石崎1990、亀ケ谷2002,2003）。確かに県団のレベルで
は当時活発な運動が行われていたようであるが、組織の上層部だけが動いたとしても全県に
広がるような大きな運動とはならないだろう。つまり、実際に運動の担い手となって最前線
に立つのは各市町村や各地区の青年団（単位団）であり、このレベルでの運動の内容を見な
ければ、公明選挙運動の全体像を知ることはできないだろう。
では公明選挙運動は、県中央から運動の直接の担い手となった末端の単位団レベルへどの
ように広まり、実行されていたのであろうか。本論文では新たに青年団史料が入手できたこ
とから、米沢市における公明選挙運動を事例として取り上げたい。そこで、米沢市全般の運
動内容について概観した後、米沢市の窪田、三沢、上郷及び高畠町の糠野目の各青年団の史
料'を取り上げて具体的な活動内容を見てゆくこととする2。
２．米沢市における公明選挙運動の概観
（１）米沢市連合青年団「青年団15年史」にみる動き
最初に米沢市連合青年団が1961（昭和36）年に発行した「青年団15年史」の記述を基に、
米沢市における公明選挙運動の概要をまとめたい。
米沢市は1954（昭和29）年から1955（昭和30）年にかけて南置賜郡の上長井、塩井、万
世、広幡、六郷、窪田、三沢、山上、南原の各村および東置賜郡の上郷村と合併した。青年
団もこれと連動して1955（昭和30）年５月１４日に旧米沢市連合青年団と南置賜郡連合青年
団とが合併し新しい米沢市連合青年団（市連青）が発足した。だが青年団活動は都市部より
も周辺部の方が活発だったこともあるのか、各旧村の青年団は町村合併以後も「村」の文字
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を名称から外し、各地区の青年団として存続した。
さて米沢市の青年団が政治問題にかかわったのは、１９４６（昭和21）年８月に三沢村東部青
ママ
年集会がﾈｵ政革進及び東部森林組合問題に立ち上がったのが始まりとされる。それ以外にも
1947（昭和22）年３月に南原村青年団で政治討論会が行われたり、１９４７（昭和22）年春の
地方選挙では各地で青年運動が盛んに行われ、選挙直後の５月には反省会を開き今後の政治
面に於ける青年の立場を検討したりした。
１９５２（昭和27）年の県選挙浄化委員会結成時には南置賜郡連合青年団（南郡連青）も婦
人会と協力し、南置賜郡選挙浄化委員会を作り活発な運動を行った。浄化委員は連青、婦連
の各単位村（団、会）の正副団長または会長が当たり、機構としては色摩吉也委員長以下、
副委員長、推進本部長・副本部長と総務部、啓発部、組織部とが設けられ、合わせて20名
が担当者として割り当てられている。なお全青年団員及び婦人会員がこれに参加した。
南郡連青の昭和29年度団長であった市川孫右エ門の文章によれば、公明選挙運動が地元
団中心の運動に変えられ、南郡は相田佐市団長を委員長として、連合婦人会とともに政治教
育推進委員会を結成し、部会も作り組織も整ったが、大きな期待もできなかったとされてい
る。市川はまた、第Ⅱ期3の公明選挙運動が台頭してきた頃、盛んに“学習”という言葉が
使われたことに対しても、社会が一応安定し、青年の地位が経済的な理由で、全体が集まっ
て活動する機会が少なくなったためとともに、指導力の不足を補うためにも多分あったと述
`壊している。
また市連青の昭和34年度団長だった安部英一の文章によれば、４月２０日の定例総会で青年
団政治活動と青年の政治活動問題が論ぜられ、前者についてはあくまで中立を守るべきで、
青年団という組織自体が政治活動すべきでなく、学習の段階で止めて置くべきだとし、一方
行動すべきだと主張する人達は、後者の青年の政治活動として行動すべきであると決議され
たとされる。また市団研修会において市の行政を学習するため、市長候補者である吉池慶太
郎、阿部五郎両氏を招き、菊家旅館で両氏の抱負を学習し、今後市団活動の進むべき道を検
討したとも述べられている。
このように、公明選挙運動の進展において米沢周辺においても郡レベルで選挙浄化委員会
や政治教育推進委員会（政教委）が結成されたり、青年団の政治活動についての議論がなさ
れたりしている。
「青年団15年史」巻末に掲載された年表から公明選挙運動に関する出来事を抜き出して
まとめたものが（表１）である。これをみると公明選挙運動が始まる以前にも1947（昭和22）
年の統一地方選挙の際に話し合い運動や政治討論会が開かれている。また1951（昭和26）
年３月には上郷村青年団が地方選挙に備えて選挙浄化運動を行っていることが記載されてい
る。なお年表には載っていないが六郷村青年団の昭和２５．２６年度団長だった遠藤昭によれば、
（ママ）
六郷村でも当時ﾈｵ長選、村議選の立合演説会を青年団が要求して行ったことが述べられてお
り、「若衆に何が出来る、と大人に言われたが、青年の熱意が受け入れられて実現した時は、
非常に嬉しかった」と述懐されている。
１９５２（昭和27）年８月２日の米沢市長選に際しては公明選挙運動の「テストケース」とし
ての街頭宣伝運動が行われたのであるが（亀ケ谷2002）、この経緯については年表にも
ともと載っていない。しかしその後、８月１７日に現在の米沢二中で開催された青年団弁論大
会ではテーマとして「選挙浄化に関して」が取り上げられた。そして８月２８日の「抜き打ち
解散」によって総選挙の実施が決まると、９月３日に地方事務所で選挙浄化委員会が開かれ
県団事務長より説明がなされた。さらに、総選挙とほぼ同時期に行われた教育委員選につい
ても、教育委員選挙啓発協議会が地方事務所で開かれ、公明選挙運動が行われたようである。
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(表１）米沢市連合青年団における公明選挙運動関連年表
注昭和20年８月から36年３月まで。「青年団15年史」巻末年表より作成。
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年 月日 出来事
昭和2１ ８．２６ 三沢村東部青年集会。村政革新並東部森林組合問題について（現三沢東小）
2２ ２． 
３．９ 
３．１１ 
４． 
５．２５ 
市連合青年会、地方選挙に対する公明選挙話合い運動（各町内毎）
南原村青年団政治討論会､置賜地方各党代表(各１名)参加して(現南原小学校）
地方選挙啓発運動連絡協議会、管内各市町村代表（地方事務所）
地方選挙に対する青年運動盛んに行われる
選挙懇談会｢地方選挙に対する反省並に今後の政治面に於ける青年の立場｣(臨泉閣）
2３ 1０．５ 初の教育委員選挙県青年団協議会は日野良太郎氏を推して運動
2５ ６． 鈴木文史郎氏、全国区参議院議員に推選
2６ ３． 上郷村青年団選挙浄化運動。地方選挙にそなえて
2７ ８．１７ 
９．３ 
９．１７ 
－市二郡青年団弁論大会テーマ[選挙浄化に関して」（現米二中）
選挙浄化委員会、県団事務長より説明（地方事務所）
教育委員選挙啓発協議会、公明選挙運動（地方事務所）
2８ ２．１７ 
12.19 
県政治教育推進委員会結成
県政治教育推進座談会(県婦連事務所）
2９ １．８－９ 
１．２１ 
７．１４ 
７．２５ 
8.30-31 
1０．２１ 
1１．１－１５ 
南郡連合青年団指導者講習会[小団学習のもりあげ」４２名参加（菊家旅館）
県、政治教育推進委員会（市公民館）
県政治教育推進委員会（県婦連事務局）
南部政治教育推進委員会（理事会）（市公民館）
県、政治教育講習会（青年会館）
県政治教育推進委員会（県婦連事務局）
公明選挙啓発運動（県内各地区）
3０ ２．８ 
2.12-13 
５．１４ 
県政治教育推進委員会（県婦連事務局）
第一回県連合青年団共同学習発表会（青年会館）
(米沢市連合青年団設立総会（市議会議事堂））
3１ ５．２９ 
６．２５ 
市公明選挙推進委員会（図書館ホール）
参院選に公明選挙啓発青年団、婦人会チラシ配布
3２ ６．２０ 
７．８ 
７．２０ 
10.22 
県公明選挙推進協議会（県庁）
農業委員選挙、公明選挙啓発運動（全市内）
県公明選挙推進協議会（県庁）
県公明選挙推進協議会（山形市）
3３ ５．２３ 
11.14 
公明選挙棄権防止運動｢参議院選挙を目標に連合婦人会と共催で各地区を自動車で連呼すること」
市公明選挙推進協議会（市役所）
3４ 4.23-30 県市議選の公明選挙運動（全市内各地区）
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１９５３（昭和28）年に入ると２月１７日に県政治教育推進委員会が結成されたが、直後に起
こった３月１４日の「バカヤロー解散」による総選挙に関する公明選挙運動については年表に
記載がない。しかし政教委関連の会議は県・市・郡の各級において同年末から翌1954（昭
和29）年２月にかけて何度も開かれている。１９５３（昭和28）年12月１９日に県婦人連盟事務
所で県政治教育推進座談会が行われ、１９５４（昭和29）年１月８～９日には南置賜郡連合青年
団指導者講習会で政治教育の手法である小団学習の盛り上げ方がテーマとなった。１月２１日
には市公民館で、７月１４日と10月２１日には県婦連事務局で県政治教育推進委員会が開かれた。
７月２５日には市公民館で南部政治教育委員会の理事会が開かれている。８月３０～３１日には後
述する史料にも出てくるように県政教委主催の政治教育講習会が県青年会館で開かれた。町
村合併による首長選挙対策として「薑」の会の開催などが県政教委から発表された直後の
11月ｌ～１５日には県内各地区で公明選挙啓発運動が行われたとされる。
公明選挙運動が第Ⅲ期に入り、１９５５（昭和30）年１月１６日に山形県青年政治連盟発起人
大会が開かれると、２月８日の県婦連事務局における県政治教育推進委員会を最後に、政教
委の活動は見られなくなる。なお同年４月の統一地方選における県青年政治連盟の活動につ
いては年表に記載がない。
青年団・婦人会を中心とした公明選挙運動が終わりを告げると、町村合併に伴う米沢市連
合青年団の結成を経て、１９５６（昭和31）年から1959（昭和34）年にかけて、県や市の選挙
推進協議会が何度も行われている。しかし、これらの開催場所が県庁や市役所に変わったこ
とからもわかるように、青年団や婦人会の選挙啓発運動への関わり方はもはや指導的、主体
的なものではなくなっていたようだ。１９５６（昭和31）年６月と1958（昭和33）年５月には参
院選、１９５７（昭和32）年７月には農業委員選、１９５９（昭和34）年４月には県市議選において
選挙啓発運動がなされたことが年表には掲載されているが、その活動内容は青年団と婦人
会が共同でチラシを配ったり、各地区を自動車で連呼するといったものにとどまっている。
このように、特に第Ⅱ期においては政教委の開催や講習会の実施などの形で、県団レベル
から郡市レベルへの働きかけが盛んに見られた。また公明選挙運動終息後の公明選挙推進協
議会の時期においても、郡市レベルの運動参加は継続している。ただし、小団学習（共同学
習）の手法は常時啓発の時期になっても「話し合い」として残るのであるが、年表の記載か
ら見る限り、その活動内容には協議会や選挙時の宣伝活動への人員提供といった側面が見ら
れるようになっている．
なお、１９５４（昭和29）年度以降の米沢市連青の基本運動方針を見ると、政治教育（学習）
の推進について1959（昭和34）年度まで言及がある。昭和33,34年度の両年に関しては公
明選挙常時啓発や公明選挙推進運動の徹底も基本運動方針の項目に挙がっている。また
1960（昭和35）年１月の第５回研修会では、第三分科会で「政治学習と町づくり（政治学習
と青年団の結びつき、生産と政治学習の結びつき、青年団の今後の学習のあり方、共同体制
の確立）」について取り上げられている。
（２）米沢新聞にみる動き
米沢市は山形県における公明選挙運動が実際に初めて行われた地である。しかし前節でみ
た青年団史にはこの経緯についての記述が十分でないため、米沢市の地元紙である米沢新聞
の記事からその経緯をまとめておきたい。なお、文中の（）内は米沢新聞での掲載日を示す。
第１期の公明選挙運動が始まってから初めて迎えた選挙が1952（昭和27）年７月１３日告示、
８月２日投票の米沢市長選挙であった。そのため、この選挙への取り組みは「テストケース」
と呼ばれた。同年７月５日夜に米沢市公明選挙浄化運動推進委員会は第１回の委員会を市公民
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館で開き、はがきによる一般市民からの標語募集、ボスター貼付、映画館でのスポットアナ
ウンス、夏祭りでのスピーカーによる街頭宣伝を行うことを決定した（7/8付け）。さらに
１０日夜に公民館内事務所で開かれた委員会では、違反その他の不正運動を未然に防ぐ方法
としてお互いが注意しあう意味での建議、進言、投書等を、住所・氏名・年齢を付記の上で
受け付けることにした（7/12付け）。
一方婦人会は１１日午後1時から市公民館で打合せを行い、同日午後3時からトラックに会
員が同乗し市内各地区を巡回して公明選挙の啓蒙第一陣のメガホンをとった。さらに午後７
時半からは最も人出の多い夜市に立ってスピーカーを通じ正しい選挙をしましょうと呼びか
けた。この運動は市長選告示の１３日まで続けることになった（7/12付け）。
１８日午後１時からは公民館内で選挙標語の審査会が開催され、一等の「真心で郷士を生
かすこの－票」などが当選入賞した（7/19付け）。市長選投票日の８月２日には市選挙浄化
委員会はトラックに「公明選挙」と大害した幕を張り、市内を巡回してメガホンで公明選挙
棄権防止を叫んだ（8/3付け）。
市長選終了後、市選挙浄化委員会は８月５日午後７時半から市公民館で「今期選挙におけ
る反省会」を開いた。この会には市選管委員長や市警察署特別捜査課長、婦人会、青年団長
など20数名が出席した。この中ではまず運動展開による良かった点として、現在まで全く
実質犯罪（きよう応、買収による行為）が認められない、選挙事務所内に湯茶以外の食品が
全然なかった、米あるいは実費を持ち寄り共同炊事を行った、棄権率が低下した、といった
ことが挙げられた。一方今後改善を要すべき点としては、浄化運動を知らない一般人が多す
ぎて婦人会員がイロ目で見られた事実もあり、今後は浄化委員会の'性格を周知徹底させるた
めの座談会を開催し選挙法の理解を図る、現在の浄化委員会は婦人会員、青年団員が主体と
なっているが、これが誤解を招く原因となったものであり、今後の選挙時には女子青年層、
候補事務所内部人を網羅した広範囲のものとし拡充を図る、運動の実施期間が比較的短期間
で趣旨が不徹底の点もあったので、今後は選挙法に関する印刷物を配布するなり講習会を開
催するなど知識の酒養が急務だ、棄権率の少ない割に無効投票が多かったので啓蒙運動が必
要だ、といった意見が出た（8/7付け）。
また上の記事では市長選終了後に浄化委員である婦人会員及び青年団員がある特定候補を
応援しているとの噂が上り浄化委員会設置に対し疑惑の目が向かれるに至ったと報じている
が、これに対して浄化委員会の高野かね（市婦人会長）は今回の運動で婦人会即ち特定候補
の支持団体であると見られた事は実に遺憾だ、浄化委員であっても個人的に特定の候補者を
応援して悪いという法律はない、会全体としては特定候補に利益を与えた事実はない、個人
の自由まで束縛されるのだったら浄化委員というワクは実に窮屈この上もないことになって
しまう、などと述べた（8/7付け）。
この後、８月１７日午前9時から米沢二中で米沢市連青および東南置賜郡両連青主催、１市
２郡婦人連盟、１市2郡公民館連合会後援による青年弁論大会が開かれ、公明選挙について
の弁論を行う運びとなった（8/17付け）。
８月２９日の国会解散で予想に反し衆院選の期日が10月１日と早まると、米沢市選挙浄化委
員会は８月３１日午後7時から公民館に参集した。そして公明選挙の趣旨の徹底を期すため早
急に各町内単位の座談会を開催し、また各戸に標語入りパンフレットを配布し啓蒙に乗り出
すといった運動方針を決定した。また浄化委員が特定候補者の運動員となる場合（例えばト
ラックに便乗する）は先ず以って同委員会県本部に浄化委員を辞める旨の辞表を提出するこ
と、応援弁士として演壇に立つ場合は「個人の立場から」という前提のもとにこれを行うこ
と、婦人候補者を出馬させる場合は前回同様辞表を提出して後その推せん運動を行うことな
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ど、個人と委員の性格を判然と区別することにもした（9/2付け）。上述の座談会は９月３日
夜から５日にかけて市内各地区の小学校などで行われ、既に各戸に配布した「公明選挙」「米
沢市から模範選挙」のポスターも各家庭の門口に張り出された（9/5付け）。
選挙浄化委員会とは別に県、県教委、国警県本部は共催で１２日に赤湯町公民館と米沢市
公民館の二ヶ所で選挙啓発協議会を開いている。参集者は各市町村長、選管委員長、市町村
議会文教委員長、市町村農協組合長、各学務課長または学務担当者、PTA会長、青年団、婦
人会長、公民館、図書館長、各学校長その他各団体の長など会場に約二百数十名が集まるこ
とになっており、盛況が予想されていた（9/12付け）。また、県地方課と社会教育課は各
地を広報車で巡回させ、公明選挙推進について県選管委員長および教育委員会教育長の話を
録音再生によって一般有権者に聞かせることになった。置賜管内には２３日から２５日にかけ
て巡回日程が立てられていた（9/23付け）。
９月１０日付けの紙面では、浄化委員会では青年団員婦人会員が交代で本部に当たる公民館
につめ、投書の受付を行い、一方監視班を組織して秘密裡に悪質事犯の発生に眼を光らせて
いることや選挙投票日には棄権防止のトラックを繰り出し徹底を期することが報じられた。
１８日付けの記事では選挙終盤戦に至って県連青婦人同盟が監視活動に方向転換し不正候補
者の根絶を期すよう有権者に呼びかけていると報じている。
衆院選の時期と重なって行われた教育委員選挙では、山形県婦人連盟が女性の地位向上や
公正な教育の運営を期して、県教育委員選に米沢市の大高逸子を推薦することを決定したた
め、公明選挙運動との兼ね合いが問題になった。９月８日午前10時から山形市の県婦連事務
所で約50名の郡市代表が出席して行われた協議では、県婦連は教育委員選を黙視出来ない
ため特定候補を推薦するが公正選挙を中止することはできず、また連盟が全組織を挙げて特
定候補を応援することは世間の疑惑を招く結果となるので、婦人連盟内に別個の政治運動団
体を組織し浄化運動に参加している婦人会員が政治活動を行う場合は浄化委員を辞職しスッ
キリした態度で臨むことを決定した（9/10付け）。
これを受けて１１日の米沢市婦人会常任理事会では、大高の選挙責任者となる高野かね婦
人会長が米沢選挙浄化委員会長を辞任するのみならず、大高の出納責任者になるため婦人会
副会長の小島ちよも浄化委員会本部次長を辞任することになった（9/13付け）。この記事
では浄化委員会の幹部で特定候補を支持するからと辞意を表明している者は6名に達したと
報じられた。
１９５３（昭和28）年３月14日に衆院が再び解散し４月19日に衆院選、２４日に参院選が重なっ
て実施されることになると、南置賜郡連青は衆参両院選挙にあたり選挙浄化運動を積極的に
行う旨の声明を理事会名で行った（3/29付け）。東置賜郡青年団と婦人会も３月３０日午前
10時から赤湯公民館で政治教育推進委員会を開き運動方針の具体策を協議した結果、今次
衆参両議院選挙には特定候補者の応援は行わず、あくまでも公明選挙の啓蒙運動を推進する
ことを決めた。３１日午前10時からは南置賜郡の政治教育推進委員会も米沢市公民館で開かれ、
同様に運動方針について協議した（4/1付け）。
米沢市青年団が有名無実化して活動プランがないと報じられていた（3/21付け）米沢市
においても、３月３１日には米沢市、南置賜郡婦人会の政治教育推進委員会が大高委員長を招
いて米沢市公民館で開かれた。その結果、近く各市郡毎に委員会を結成することを申し合わ
せ、米沢市では一両日中に婦人会幹部が参集して結成に関わる準備を打合せすることとなっ
た（4/2付け）゜４月４日には米沢市政治教育推進委員会の結成式が市公民館で行われ、同会
の規約を審議し役員の選出を行った。その際委員会の事業拡充を目指し会内部に総務部、学
習指導部、情報宣伝部を設置し、市民が常に政治教育に関心を持ち知識の向上を目指すべく
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小団体の学習の徹底、指導者講習会の開催、講演会、討論会、座談会を開催することに重点
を置き発足することになった。役員としては、委員長に森寿子、副委員長に木村義雄、山下
ひで、推進本部長に佐久間栄一、総務部長に原田つよし、学習指導部長に我妻勝雄、情報宣
伝部長に岡はるの各氏を選任し、地区ごとにも幹事を決定した。なお、市政教委は今次選挙
のために結成されたものではなく、常に市民の政治意識の高揚を目指しているものであるが、
仮に会員が特定候補のために運動を展開するような場合はその地位を退かなくてはならない
とした（4/6付け）。
同日、市選管と連絡を取った後、翌5日午前9時から市政教委はトラック隊を繰り出し「公
明選挙を行いましょう」と啓蒙の第一声を放った。加えて投票日まで選管とタイアップして
市内各選挙地区ごとに座談会を開催し政治教育映画会を行うことになった。また市内の映画
館と連絡し、棄権防止のスライド映写を行い、投票当日には再度トラック隊により棄権防止
を呼ぶ計画も進めた。さらに、８日に米沢へ巡回する予定の県政教委の遊説隊に米沢市推進
委員会も合流し、午後4時半に米沢市で公明選挙に関する講演を行うことにもなった（4/６
付け）。
衆参院選終了後、５月６～７日に赤湯町丹波館で県下八地方事務所の選挙事務打合せ会が行
われ、この中で政教委が実施した事項についても発表があった。東南置賜地方事務所の発表
では公明選挙運動の結果に関して、平素の政治教育にあたりしかも内容においては現実の具
体的政治問題を理解せしめたような広報的手段を講じ、また平素から講演会などを開催する
のが適当と思われる、運動を活発にするためには相当な経費が伴うことになるのでこれに対
しては国県とも経費の点を考慮し且つ積極的に活動し得るよう統一的方法を計画指導する必
要がある、公明選挙運動の実施は事前運動と併行して開始するのが効果的、選挙における各
政党の公約はいかに履行されているか、また選んだ議員の行動などを新聞などの言論機関を
通じて常に明らかにするとともに違反者は徹底的に検挙すべきである、公明選挙研究会の方
法としては政教委を設置し小地域を対象として浸透する方法であったが、今回は活発な運動
を展開していない傾向にあり今後選挙人に対する政治教育を最も効果的に行わなければなら
ない、運動の重点は有権者に対し推進すべきものであるが一方政党関係や候補者に対して強
力に推進すべきものである、現在組織されている委員会は町村の末端において容易にこの機
関を利用できるような組織を作り上げるべきだ、本運動は－期に成果を得られるものではな
いから学校教育などにより幼少のころから選挙の重要性について教育すべき、といった内容
が述べられた。さらに選挙公示後各市町村の婦人会幹部が特定候補者の支持者として運動
したため政教委の役員を辞退したので同委員会は弱体化し加えて青年団、婦人会会長改選期
のため運動状況が多少遅れたことも述べられた（5/9付け）。
１９５５（昭和30）年になり、特定候補の支持を巡って県選管と県政教委の対立が報じられ
るようになっても、置賜地方では行政・政教委間の協力関係が保たれていたようだ。２月以
降知事選、衆院選、そして町村合併の進む中での市町村長・議会選と選挙日程が目白押しと
なる中、２月１５日には市選管、市婦人会、南置賜郡連青、南置賜郡婦人会によって上杉神社
臨泉閣で青年、婦人を対象とする政治教育講習会の開催が予定されていた。講師には県社会
教育課の西村直治（「次」の誤りか）、県教委委員の大高逸子、県婦連の三浦コト、市選管
の売間信男が予定されており、講演会の終了後には公明選挙の応募歌謡曲入選作品である「公
明選挙音頭＝ソレ行けドント行ケ」「お早よう、こんちは」の指導が行われることになって
いた（2/14付け）。また１８日には「東南置賜青少年公明選挙連盟」を結成した市内高校生
が活動を開始し、「明るい社会は大人達の反省から」「政治の貧困は生活の貧困である」「国
会のだ落は国民の責任である」と書かれたガリ版刷りの三種類のビラを一千枚作って市内の
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電柱に張り出している光景が写真入りで報じられている（2/19付け）。２１日には東置賜郡
婦人会公明選挙協議会が宮内町公民館で開かれ、衆院選に対する公明選挙運動について協議
することになっていた（2/20付け）。
３月に入ると、米沢市婦人会が県会市会選挙にあたり県婦人連盟から送付された「婦人の
力で政治の刷新について」というパンフレットを市内各町内婦人会長に配布し、町内または
隣組別に小団学習を行い公明選挙運動を周知することが報じられた（3/16付け）。４月３日
には地方議員選挙が近づいていたので違反と棄権を防止しようと、米沢市婦人会が幹部総出
で自動車2台に分乗して公明選挙啓発運動を行うこととなり、また塩丼地区婦人会でも２日
午後1時に同地区小学校に会員80名が集まり選挙啓発協議会を開き地方選挙のあり方につい
て協議することになった（4/2付け）。４月３０日の市議選では米沢市三沢西部青年団が公明
選挙と棄権防止のためリヤカー部隊を作って朝から地区内を巡回し、また県議、市議両選挙
のポスターを投票締め切り後各地区に分かれて取り除いたので、田沢地区の明るい話題とな
った（5/3付け）。
以上、報道された内容を元に米沢市とその周辺の公明選挙運動について流れを追ってきた。
その特徴をまとめると、全時期を通して啓蒙や棄権防止といった街頭宣伝活動が目立つ、婦
人会や郡市青年団が運動の主力であった、事務所や会議場所として公民館が使われ運動の中
心にあった、県は公明選挙運動の初期からそれとは別に公明選挙啓発協議会のような独自の
啓発活動を行っていた一方で、県政教委と対立した後も郡市レベルでは行政機関と青年団・
婦人会の協力関係が保たれていた、といった点が挙げられるであろう。
なお、候補者の選挙広告や経歴を見ても青年政治連盟に関する肩書きなどは見出せなかっ
たことから、その影響力は当地にはあまり及んでいないと思われる。しかし婦人会の教育委
員選出馬問題は、公明選挙運動と特定候補の選挙運動とを両立する難しさを先取りしたもの
であったと言えよう。
３．各村青年団史料の検討
（１）窪田村青年団
これまで米沢市とその周辺における公明選挙運動の概要を見た。以下各旧村青年団の史料
を取り上げ、公明選挙運動の具体的な実施状況について実証的な検討を行う。
窪田村青年団の史料には、公明選挙運動が始まる以前の終戦直後の選挙啓発に関する文書
が残っている。まず1946（昭和21）年２月には、東南置賜郡地方事務所長と日本青年館東南
置賜地方分区長が連名で、各青年団長・青年学校長宛てに「公民啓発運動ノー環タル青年常
会開催二関スル件」という文書を送っている。これは来るべき総選挙に備えて自主的に青年
層における政治的関心を昂揚させるために青年層を主体とする政治討論会のようなものを開
くに当たって、別紙の「青年公論会の開き方」を参照してしかるべく取り計らってほしいと
いう内容であった。続いて書かれている「青年公論会（青年常会）の開き方」を見ると、会
は大体50人くらいを単位として集まるのが適当だが、連合討論会の場合はそれ以上でも差
し支えなく、団員以外の市町村の主だった人をオブザーバーとして加えたり、団員尊敬の的
となっている人に参加して貰うこともよいとされている。
また1947（昭和22）年３月６日には東南置賜地方事務所より市区町村長、青年学校長、国
民学校長宛てに「選挙啓発運動に関する連絡協議会について」という文書が送られている。
この連絡協議会は、各種の選挙を目前にして、市町村、学校長、有識者～各種代表と連絡協
調のもとで新憲法を通じての選挙意識の昂揚に当たる上で意見聴取を行うことを目的に3月
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１１日に地方事務所で開かれ、Ｌ選挙啓発運動展開の内容と方針、２.協力態勢の確立について、
3.諸行事の実施について、４.其の他、の各事項について協議を行うこととなっていた。
これに先んじて窪田村青年団は３月５日に声明書を出し、民主村政の確立を期し大窪田村
建設のため今次選挙に重大関心を有し理想選挙の遂行に邇進することを表明して青年や村民
の奮起と協力を仰いだ。
「青年団15年史」によれば、1945(昭和20)年９月に青少年団体の設置と育成および設置要
領についての文部省次官通牒を承けて、１９４６（昭和21）年２月１８日に東南置賜地方事務所長、
しよう日本青年館東南置賜地方分区長力f連名で、各青年団長・青年学校長|こ対し青年常会開催を窓よう
憩（そうする方が君のためだと言って、勧めること）し、こうした,情勢の下で窪田ﾈｵでは
1946（昭和21）年２月に青年団結成準備会が結成されたとされている。上に挙げた史料はこ
の経緯に対応しているものと思われる。
このように1946（昭和21）年及び1947（昭和22）年の衆院選や1947（昭和22）年の参
院選・地方選が執行されるにあたって、郡市レベルにおいても政治討論会や連絡協議会の開
催が呼びかけられていたことがわかる。なお青年公論会については、選挙啓発だけでなく東
南置賜地方における青年団結成の契機としても位置づけられていることは興味深い。
（２）三沢村青年団
前章で見たように三沢村は米沢市周辺では青年団の政治活動が比較的早く起こった場所で
ある。この三沢村青年団の「昭和二十九年度青年団関係綴」には、「昭和二十九年度第一回
政治教育講習会開催要項」の文書が残っている。
それによれば同講習会は８月３０日午後1時から３１日午後2時までの1泊２曰で行われた。場
所は現在の上山市の上山城付近にあった山形県青年会館であった。講習内容としては寒河江
善秋や西村直次といった当時の中心的な運動指導者の講義に加えて、１日目夜と２日目午前
中の長時間をかけて共同学習に時間をさいているのが特徴的である。共同学習には婦人連盟
や県連青の役員から計6人のヘルパー団がついており、政治教育の中核とされていた共同学
習を参加者が我が身を以て体験習得するべく企画されていたようである。参加者は各町村の
婦人会・青年団の幹部（できる限り団長・会長の参加が望まれた）が対象とされ、郡市レベ
ルの政教委の指導者養成が目的となっていたようである。さらに各町村の選挙管理委員会か
らの参加もオブザーバーとしてではあるが自由となっていて、第Ⅱ期の政教委と行政との協
力関係の実態が分かる。参加人数は各郡市とも青年団と婦人会から３人ずつ6名以内で計９０
名とされ、青年団と婦人会の参加者の人数バランスを取っている。経費は370円で外に主食
5合を持参した。市町村選管から援助を受けられるように直接接渉されたいと併記されてい
る点からは、当時の政教委の財政状況が窺える。
三沢村青年団史料には、１９５４（昭和29）年10月２９日に山形県政治教育推進委員会の委員
長だった三浦コトから各婦人会長・青年団長宛に発せられた「町村合併による首長選挙に対
する対策」の文書も残っている。この文書の前半では、政教委委員を辞めずに特定候補の応
援をしてよいという方針転換に関して誤解などを招いた点について「基本的な考え方」が補
足説明されている。具体的には、政教委が特定候補者の擁立をするわけでない、正しいと信
ずる人を推して選挙運動に携わる場合は厳しい態度で臨み、啓発運動や学習運動には参加せ
ず、不公明な選挙運動が行われる場合は応援を停止し謝罪する、告示後の啓発・学習活動が
誤解を招く場合は実Ｉ情に応じて賢明な措置をとる、といったことが述べられている。後半の
部分では町村合併による首長選挙対策として、告示前には共同学習や公明選挙「薑」の会を
開催し、各戸に「薑」の貼り札を行う、告示後は各地域の実`情に応じながら、遊説班による
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ママ啓発活動や立合演説会の開催、演説会の聴取・研究といった啓発活動を行うことが指示され
ている。また告示後の共同学習では或る候補者に一方的な利害を与える事のない学習の場と
することが付記されている。
さらに、「昭和二十九年度三沢青年指導者研修会実施要項」によれば、１９５５（昭和30）
年１月２７日より２泊３日で小野川温泉登府屋旅館において開催されたこの研修会（主催及び後
援三沢青年団、三沢公民館、米沢市教育委員会）では学習テーマとして、読書指導や女子
青年活動の強化、合併後の青年団のあり方、社会福祉、’性道徳高揚と結婚、二三男問題とい
った項目に加えて、「(3)小団学習について」と「(4)政治教育推進のためには」の二つも扱
われている。講師には塩井小、三沢東部中、県連青、地方事務所長、米沢市長、教育出張所、
米沢市教委から計８人が呼ばれ、このうち県連青からは寒河江善秋と相田佐市の2名が講師
となっている。携行品には宿泊料350円の外、白米や味噌、野菜も挙げられており、当時の
食糧事情が窺える。
このように県団レベルの講習会で学習された小団学習や政治教育といった内容は、村レ
ベルに至っても指導者研修会という形で広められていたことがわかる点で、この史料は興味
深いものといえる。
（３）上郷村青年団
上郷村青年団に関する史料からも、第Ⅱ期以降の公明選挙運動の足跡をたどる上で有用と
思われる史料が見出された。
まず「昭和二十九年度上郷村青年団行事予定表」では、七月の欄に「(5)政治教育学習会」
の記載が見受けられる。「昭和廿九年度行事及び事業予定表」でもこの政治教育学習会は
「本団」の担当欄に記載されている。
１９５４（昭和29）年８月１９日には、上郷村選挙管理委員会委員長の船山健重より上郷村青
年団長宛に「政治教育講習会について」という文書が出されている。この文書は続いて綴じ
られている山形県政治教育推進委員会委員長の三浦コトから各郡市町村婦人会長・青年団長
に宛てた「政治教育講習会開催について」を転送する際に添えられたものと見られる。この
「政治教育講習会開催について」は「政教委発第十三号」の記載があるなど行政文書の様式
をとっており、さらに上郷村役場名の入った用紙に万年筆で書かれたもので、、⑤1の判が
右上欄外に押してあることから、当時は政教委の通知が村役場の選管経由で届いていたこと
がわかる。さらに上述した上郷村選管の「政治教育講習会について」には「尚経費関係や不
明な点ありましたら役場まで御出下さい」と書かれてあり、政教委の「政治教育講習会開催
について」の方でも、経費は各市町村選管の援助を受けられるよう連絡済であるとの記述が
見られることから、当時は講習会の参加経費について町役場が相談に応じていたこともわか
る。これらのことからも、第Ⅱ期における政教委と行政との蜜月関係の様子が窺えよう。
前節で見た三沢村青年団史料にはこの政治教育講習会の開催要項が含まれていたが、上郷
村青年団史料には含まれていない。しかし昭和２９．３０年度上郷村青年団長だった加藤鉄雄
宛に送られた「講習会参加承認証」のはがき（1954（昭和29）年８月27日付け上ノ山局消印）
が残されており、実際に講習会に参加していたことが確認できる。この承認証には政教委委
員長の朱印が押印されており、県政教委が決裁様式を整えていたこともわかる。
政治教育や公明選挙に対する取り組みは上郷村だけでなく東置賜郡連合青年団のレベルで
もなされている。例えば「東置賜郡連合青年団昭和二十九年度活動基本方針案」では「Ａ
政治教育の徹底」が筆頭に挙げられ、「Ａ＝明年度の各種選挙に対処して充分なる政治意識
の高揚をはかるため団、北東ブロック毎の、亦は単位団毎の学習会を持つ」とされた。また
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1954（昭和29）年９月２日に屋代村公民館で開かれた第二回理事会へ提出された「東置賜郡
連合青年団昭和二十九年度月別事業計画（案）」では、９月の行事として「政治教育推
進委員会」が予定されている。さらに東置賜郡連青団長の渡部俊一より各理事宛に送られた
「理事会及び運営研究会開催について」の通知はがき（1954（昭和29）年９月１５日付け山
形糠野目局消印）でも、９月１８日午前10時より赤湯町公民館で開催される同会の議題として
「２，公明選挙強調期間運動について」が挙げられている。
上郷村青年団史料には県政教委と町村合併に関する文書も含まれている。１９５４（昭和29）
年８月２６日から２７日正午まで山形県青年会館講堂で行われた第二回県青年団理事会の経過報
告文書中、「一、経過報告」の二番目の項目として「政教委の町村合併特別委員会の件」と
いう見出しが立てられている。この内容は１０月１日に合併される町村があるので、それより
先に委員会を用いて充分に研究し其糾をながす様にする、また青年団の町村合併後における
組織その他をも合せて研究するとし、特別委員会の青年団側委員名として、佐藤泰示（庄内）、
阿部重太郎（最上）、斉藤三郎（置賜）、結城啓阿部要一（村山）、宇治川一雄（執行部）
の名が挙げられている。
「青年団15年史」の中で加藤鉄雄は、彼が団長をしていた昭和２９．３０年度当時は上郷村
が米沢市と合併するか現在の高畠町と合併するかで村内が南北二つに分かれて日々激しい紛
争をしていた時期だったと述べている。確かにこの時期の史料には上郷村長からの町村合併
懇談会開催通知や米沢市の市村合併方策要項などの書類、上郷村の町村合併促進調査研究委
員二名の推薦依頼や研究委員会開催通知はがきなども綴られていて、青年団が町村合併の渦
にかなり飲み込まれていたことがわかる。
１９５５（昭和30）年１月３日発行の「だんぽ－」第二号には、１９５４（昭和29）年８月１１～１２
日に行われた山形県連合青年団女子指導者講習会や同年１２月１１～１２日に行われた東南置賜
女子指導者講習会の受講報告が掲載されている。いずれの講習会も選挙や政治についての話
題は取り上げられていなかったものの共同学習の研修自体は行われており、このような機会
を通じても共同学習の手法は広められていた。
さて、１９５５（昭和30）年になると公明選挙運動は第Ⅲ期へと移行し、政教委を辞任しな
いまま特定候補の選挙運動に従事できるとした県政教委の方針転換を嫌って、県選管などが
独自の選挙啓発運動を始める。上郷青年団長にも1955（昭和30）年１月３０日付けで、米沢
市長、米沢警察署長、米沢教育委員会、米沢市選管委員長の連名を以て「公明選挙運動協議
会並びに映画会開催について」という書面が送られている。これには公職選挙法の一部改正
を承けて本県における公明選挙の主管が県選管、県、県警本部に移ったこと、そして２月４
日午後一時より（終了予定六時）東南置賜地方事務所会議室で協議会と映写会を行う旨が書
かれている。これらの会への参加範囲は、米沢市及び南置賜郡の各機関、団体等の代表者そ
の他とされ、協議会順序としては講演、公明選挙と公職選挙法、選挙運動の実際、質疑応答
といった内容が予定されていた。また映写会では「村八分」および漫画の上映が予定されて
いた。
その一方で、県青年政治連盟の結成を呼びかけた「青年政治連盟結成に関する覚書」もこ
の直後に綴じ込んであり、上述した公明選挙運動協議会開催の文書とほぼ同時期に上郷青年
団に届いていたことが推測される。さらに、綴じられた順序から1955（昭和30）年である
と想定されるが、９月１５日付けで加藤鉄雄宛に送られた就職の挨拶状の中で、差出人の佐藤
義朗の肩書きに「山形県青年政治連盟書記長」と書かれたものも残っている。ここから
1955年（昭和30）９月ごろまで青年政治連盟が存在しており、さらに書記長という役職があ
ったことがわかる。
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このように県選管と政教委が快を分けたとは言え、市郡レベルの青年団には県からのアプ
ローチがあったこと、そして県青年政治連盟側からのアプローチもあったことが裏付けられ
る。しかし上郷で青年政治連盟が活動したことを示す史料は見あたらなかった。
第Ⅲ期に入っても引き続き政治教育や公明選挙運動は行われている。「山形県共同学習発
表大会要項」によると、県連青と県教委が1955（昭和30）年２月１２日に西田川郡西郷村善
宝寺公民館で開いた同大会の基本目標の中に「(3)政治学習」の項目が見られる。また三
沢村青年団史料の中にもあった「町村合併による首長選挙対策」も、前半の補足説明部分の
ないバージョンが上郷青年団史料には残っている。さらに1955（昭和30）年３月２０日に発
行された上郷青年団の機関誌「激流」創刊号では、「下新田青年会結成す」の記事中に同青
年会が今年度（２月、３月）の事業として２月７日から１５日まで小唄の講習を受けその中間に
公明選挙運動としてポスターを貼り、１７，１８，１９日の３日間と２６日の一日に連呼を行った
ことが書かれている。
上郷青年団史料には行政主導の運動となった公明選挙推進協議会の時期の史料も残されて
いる。１９５６（昭和31）年５月８日付けで米沢市選管委員長から米沢市議会議長に宛てられた
「公明選挙推進に関する協議会並びに共同研修講習会開催について」では、５月１１日に赤湯
町役場会議室で開かれる県及び県選管主催の研修講習会への参加が要請されている。会の内
容としては、講演と共同研修講習、およびスライドと映画の上映といったものが挙げられて
いた。これまでの青年団や政教委が開催した講習会などと比べると、泊まりがけでなく日帰
りになった分、共同学習にさかれる時間が少ない点やスライドや映画など視聴覚教材を積極
的に使うようになった点などが異なっている。またこの文書ではそれまでの公明選挙運動や
政教委に関する言及は一切なく、研修講習会を開催する根拠としては参議院決議や政府声明
を挙げており、「共同学習」「小団学習」といった用語も「共同研修」と言い換えている。
しかしこの文書が青年団の手に渡っており、さらに式次第なども残っていることから実際に
上郷青年団の関係者がこの研修講習会に出席したものと思われる。つまり、単位団レベルで
は公明選挙運動以降も依然として青年団と行政機関との間で連携が継続されていたことがわ
かる。
この県主催の講習会の後には、米沢市選管主催の「公明選挙推進に関する協議会次第」が
綴じられている。この文書に続いて綴じられている「生活と政治について」というレジュメ
には「29/5」「市図書館ホール」「吉村教育長」といった書き込みがある。これらと「青
年団15年史」の巻末年表とを照らし合わせて考えると、この市選管主催の講習会は1956（昭
和31）年５月２９日に市立図書館で開かれたものであると考えられる。この協議会のプログラ
ムは上述した県主催の研修講習会の講習内容を踏襲しており、講演、話しあい、スライドと
映画が予定されていた。このうち話しあいにさかれた時間は、全体で2時間40分しかないと
は言え、そのうちわずか40分にしか過ぎなかった。なお、この式次第にも「公明選挙推進
のための映画スライド、パンフレット類の目録」がついている。
この講習会の資料と思われる文書には、戦前・戦後の選挙浄化運動の沿革や選挙運動の沿
革、選挙運動の本質について、協議会の目的と念願について、そして政治教育としての共同
研修についてその要点が書かれている。また「生活と政治」の内容によれば、吉村教育長の
講演タイトルがこの「生活と政治」であり、内容的には民主主義社会や民主主義と選挙の関
係、身辺の生活と政治、政治教育の推進について話されたことがわかる。
さらに書類が綴じられた順序から考えて、公明選挙連盟がまとめた「『話しあい』のすす
め方」という折り畳み式のリーフレットも同時期に配られたものと考えられる。このリーフ
レットの内容を見ると、選挙の度毎に行う運動でなく常時の政治教育である点、欧米の討議
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法を紹介している点、「話しあい」がデイベートのような競争的なものではなく、やわらか
な空気を作って発言が多くなることをねらっている点、身近な生活の問題を取り上げる点、
そして「話しあい」も実践への段階の一つである考える点が、政教委時代の共同学習と似て
いるようである。
これ以降、選挙啓発に関する史料は少なくなる。１９５９（昭和34）年４月１９日に開かれた
米沢市上郷青年団の「昭和34年度第１回(予算)総会」資料には、「昭和34年度運動方針」の
「月別会議及び事業配置」の４月の所に「公明選挙運動」と書かれている。米沢市連合青年
団の「昭和43年度団務綴（対外）」には、７月参院選で棄権防止や供応買収を受けないよ
う呼びかけるチラシが綴じられており、その呼びかけ団体の中には市連青の名前も見られる。
また、１９６８（昭和43）年６月２日に県連青団長より各市町村団長に宛てられた文書中にも「参
院議員選挙を正しく」という項目が入っている。同年４月２７～28日に開かれた第20回県連青
定例総会の資料の中でも「腐敗選挙の追放と社会環境の浄化」が唱われており、昭和43年
度社会生産活動方針案にも「明るく正しい選挙運動の推進」の項目が入っている。さらに
１９７９（昭和54）年度の「対外文書受付簿」には米沢市明るい選挙推進協議会から市連青団
長の佐藤弘輔宛てに、同協議会委員２名の選出を依頼するはがきが残されている。
（４）糠野目村青年団
上述したように、１９５４（昭和29）年10月には県政教委から「町村合併による首長選挙に
対する対策」が出されていたが、町村合併の際にすべての青年団が公明選挙運動に関わって
いたとは限らない。この点について、米沢市の隣町である高畠町の糠野目村青年団の場合を
見てみたい。
糠野目村が1955（昭和30）年４月に社郷町（直後に名称変更して高畠町となった）と合併
する際に、合併相手の町をどこにするかで村を二分するような激しい紛争となって、議会の
リコール投票が行われた。
この際、関係者への聞き取り4によると、青年団は合併紛争から距離を取っていたという。
これは組織が壊れるのではないかと危慎し巻き添えになりたくないという考えからであった。
また、合併紛争は「親父たち」が一生懸命やっていることだったので、「息子たち」がどう
こう言えなかった事情もあったそうである。そこで青年団は本務をこなすべく町村合併に関
与しないということを紙に書いて配った覚えがあるそうだ。また合併紛争に懲りていたので、
青年団の政治運動もしなかったそうである。
確かに当時のいわゆる「怪文書」の中には「夏茂青年同志会」という団体が合併の白紙撤
回と住民投票を主張していたり、「村民統一期成同盟青年団」という団体が青年団長を非
難しつつ愛村ドース会（「同志会」の椰楡表現か）を批判した内容のビラも含まれている。
とすれば青年団も分裂の危機にさらされていて、公明選挙どころではなかったのかもしれな
い。
ただし町村合併以前には、糠野目村青年団でも立会演説会を行ったそうである。聞き取り
によれば、教育委員の初選挙5の際に、選挙というものが少なかった時代だったので地区を
挙げていい人を上げようということで立候補者の立会演説会を青年団主催で行おうとしたと
ころ、地方事務所からそれはだめだと言われて中止せざるを得なくなり、それならと「抱負
を聞く会」に名前を変えて映画館の中で実施したそうである。また村会議員候補者の立会演
説会を青年団が主催したこともあったそうである。
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本論文では米沢市周辺の村レベルの青年団史料に基づき、公明選挙運動が末端までどのよ
うに広がっていったのかについて史料に基づいて検証を行った.その結果以下のことがわか
った。
第一に、公明選挙運動が始まる1952（昭和27）年以前にも青年公論会や連絡協議会とい
った選挙啓発の動きがあったことや、青年団が独自に政治討論会や立会演説会を主催すると
いった事例もあったことがわかった。
第二に、第１期の史料はほとんどなかったが、「青年団15年史」には南置賜郡で選挙浄
化委員会が結成されたとの記載があった。
第三に、第Ⅱ期には政教委関連の会合の記録が多く残っており、さらに政治教育講習会へ
参加したり青年団の年度行事予定表に政治教育学習会が記載されるなど、郡市レベルの青年
団においても公明選挙運動に取り組んでいた形跡が史料から見て取れた。また1954（昭和29）
年10月の「町村合併による首長選挙に対する対策」も見つかり、この文書が広く送付され
ていたことがわかった。「青年団15年史」には南置賜郡で政治教育推進委員会が結成され
たとの記載もあった。また書類の送付経路や講習会経費の工面方法からは、政教委と行政機
関の密接な関係が窺えた。ただしここで見られた政治教育はあくまで指導者養成の段階で止
まっていて、個々の団員間でＩ恒常的に行われていたかどうかは史料的には確認できなかった。
政治教育学習会にしてもその開催頻度は年一回にとどまっていた。また町村合併運動から距
離を置いた団もあった。このような点から、県団レベルと比べると、郡市レベルでの公明選
挙運動への取り組みにはやや温度差が感じられる。
第四に、第Ⅲ期の県青年政治同盟の活動についてはこれまであまり史料が出てこなかった
のであるが、「青年政治連盟結成に関する覚書」のリーフレットが送られていたり、県政年
政治連盟書記長からの挨拶状が来たりしていることから、青年政治連盟と青年団の問には、
ある程度のつながりが存在していたことが実証された。
他方、この時期には行政が主催する公明選挙推進協議会関連の史料も多く見られたことか
ら、県政教委の方針転換を嫌って県選管などが独自の選挙啓発運動を始めた後も、郡市レベ
ルの青年団については積極的にアプローチがなされていたことがわかった。１９６１（昭和36）
年度には県連青の史料の中にも公明選挙推進協議会関連の文書が見られ、選挙啓発の分野に
おいて県と県団の関係が回復していたことがわかっているが、上のような行政と郡市レベル
の青年団の関係はその伏線として考えられるのかもしれない。なお、研修会の内容を比較す
ると映画・スライド等の視聴覚教材が積極的に用いられるようになった反面、小団学習を継
承した「話しあい」の研修時間は従前より少なくなり、政教委の時代とは違いが見られた。
この公明選挙推進協議会は公職選挙法改正を承けた行政主導の選挙啓発運動で、青年団や
婦人会は受動的な参加に回ることになった。運動の制度化によって当初の運動の勢いや主体
'性というものは失われてしまうのであるが、反面、県中央から町村への運動の浸透という側
面から見れば、選挙啓発運動の進展に寄与する側面があることも間違いないだろう。
しかしながら運動の浸透と運動の定着とはまた別の問題であって、これ以降、公明選挙に
関する史料は数えるほどしか見出せなくなる。本来、共同学習は青年団や婦人会の学習方法
であり、選挙浄化以外の事業計画にも用いられるべき社会実践への討議プロセスであった。
それが「話しあい」という形で内容的に継承されたとは言え、その目的や外部環境を取り去
って選挙啓発のためのアドホックな範囲に利用を留めてしまえば、その効果は充分発揮でき
ないものとなってしまうのかもしれない。
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注
１本論文の史料入手にあたっては、米沢市立図書館長の梅津幸保さん（上郷村青年団史料）、
早稲田大学教育学部の矢口徹也先生（窪田村青年団史料）、糠野目生涯学習センター所長の
槇憲一郎さん（糠野目村青年団史料）のお世話になった。この場を借りて再び謝意を表した
い。どうもありがとうございました。
２本論文は平成16年度山形県立米沢女子短期大学共同研究報告書「山形県農村部における
教育活動の実証的分析(3)」（研究代表者松田澄子)より筆者の担当部分をまとめ直したもの
である。同報告書には「史料編」として今回入手した各青年団史料を再録しているが、本論
文では紙幅の都合上省略した。関心のある方は報告書の方も是非ご覧頂きたい。
３亀ケ谷（2002）の時期分類に基づき、本論文においても公明選挙運動の時期を3つに分
ける。すなわち選挙浄化運動委員会による街頭宣伝の時期を第１期、政治教育推進委員会に
よる小団学習の時期を第Ⅱ期、山形県青年政治連盟による選挙実践の時期を第Ⅲ期とする。
なお、本論文では公明選挙運動が事実上終息した後の、公明選挙推進協議会による常時啓発
運動の時期も取り扱う。
42004年５月５日に高畠町糠野目生涯学習センターで槇憲一郎さんにお話を伺った。
51952(昭和27)年に行われた市町村教育委員の初選挙を指すと思われる。
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